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１．研究計画の概要 
今後急速に進展すると予想されるわが国の
少子高齢化現象が及ぼす影響については、都
市の外延部が縮小することにより都市自体
が相対的により稠密になり、財政的に郊外部
の公共財・サービスの維持が困難となること
から分散的な居住自体を制限し都市への集
住を促進すべきであるという主張（コンパク
トシティ）がある一方で、これまでの人口過
密による高地価の解消と人口の多くを占め
る高齢者の生活様式から、むしろ分散型の空
間構造をもたらすという主張（田園都市）も
あるなど多様な主張が混在している。そこで、
本研究では、都市・地域の空間構造に尺度的
基礎を置き、産業構造、就業形態、居住形態
などの側面から、その影響を理論的かつ実証
的に検討し、今後の都市・地域政策への指針
を得ようとするものである。 
 
２．研究の進捗状況 
(1)人口減少や資源制約による輸送費用の増
加が空間的な集中をもたらすのか、分散をも
たらすのかについて理論的な分析を行った。
面積的に非対称な２地域を想定し、土地と資
本を生産要素とする住宅産業を明示的に取
り入れた。また、近年の地域統合などによっ
て激しさを増している地域間競争を表現す
るために資本に対する課税競争モデルを、差
別化された財による集積の経済を考慮して
分析し、より高い実質利子率を目指して瞬時
に地域間を移動する資本と、より高い厚生水
準を目指して進行する労働（家計）の移動を
再帰的なシミュレーションによって再現し
た。これにより、環境問題を始めとした輸送
費用の増加によってむしろ集住が起こるこ

と。一方で、人口の減少は分散をもたらすた
め、人口減少と輸送費用の増加が同時に進行
する場合には、相反する力が働くことを明ら
かにした。また、一方の地域への集住が起こ
る場合には、その面積の大小によって厚生水
準が大きく異なるため、居住地域のコンパク
ト化は自由な市場と地域間競争の結果とし
ても起こりうるとはいえ、過度なコンパクト
化はむしろ社会厚生を悪化させることを示
した。 
(2) BITデータを利用して、2008年 9月に発
生したリーマン・ショックの影響が日本の競
売市場にも存在することを統計的に検証し、
その直後に売却件数が大幅に増え、それ以降
マンションと戸建の売却価額は緩やかな低
下傾向にあることを明らかとした。また、こ
のような住宅価格の下落がわが国のリコー
ス型住宅ローン制度の下での転居に与える
影響を分析するモデルの推定を行った。 
(3)地域間格差に関して、集積の経済、政府
による所得移転、人口移動の各要素がどの程
度機能しているかに関して、 New Growth 
Theoryを用いた Convergence Modelを改訂し、
都道府県をベースにわが国の実証分析をお
こなった。 
 
３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している。 
（理由） 
新経済地理学などに依拠した人口減少の空
間的影響の理論分析、住宅政策が転居に与え
る影響の実証分析、地域間所得格差が都道府
県間の人口移動に与えた影響を，集積の経済
や政府による所得移転の影響も考慮して行
った実証分析等について、それぞれ成果は得
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られている。ただし、査読付きの雑誌論文と
してもより多く採択されるよう一層努力す
る必用がある 
 
４．今後の研究の推進方策 
最終年度は、これまでの研究をさらに発展さ
せる予定であるが、特に以下の点に重点を置
く。 
(1) 日本全体や特定の地域の分析は進捗し
ているが、地域の類型化に基づく分析を空間
構造、住宅・産業立地について行い、少子高
齢化時代の地域政策提言に、より直接的につ
ながる成果を得る。 
(2) 昨年入手した BIT データを活用し、近年
の不動産市場の動向や価格決定要因をさら
に分析する。 
(3) 研究計画にしたがい、少子化や地域の産
業構造と関連した人口減少を起こしている
フィンランド、ドイツ、トルコの地域経済研
究者に対するヒアリング調査を行ってきた
ので、それらの成果を体系的にまとめる。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
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